
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE GREE, Inc.

最終更新日：2017年10月2日
グリー株式会社

代表取締役会長兼社長　田中 良和

問合せ先：03-5770-9500

証券コード：3632

http://corp.gree.net/jp/ja/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、リスク管理を徹底することにより競争力を強化し、企業価値並びに株主価値を最大化させるために、コーポレート・ガバナンスの徹底を最
重要課題と位置付けております。この考え方のもと、取締役、監査役、従業員はそれぞれ求められる役割を理解し、法令、社会規範、倫理などに
ついて継続的に意識の維持向上を図り、着実な実践につなげ、適正かつ効率的な企業活動を行って参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4.　議決権の電子行使を可能とするための環境作りや招集通知の英訳】

当社では現在、議決権の電子行使及び招集通知の英訳を実施しておりませんが、機関投資家、海外投資家を含め、株主が議決権を行使しやす
い環境作りを進めております。今後、議決権の電子行使については、株主構成に占める機関投資家、海外投資家の比率等を勘案しながら導入を
検討して参ります。また招集通知の英訳についても、海外投資家の比率等を勘案し実施を検討致します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4.　いわゆる政策保有株式】

当社は上場株式の政策保有を行わないことを原則としておりますが、長期的・安定的な関係の構築・強化を実現することが当社の中長期的な企
業価値向上に寄与すると思われる場合に限り、当該株式の政策保有について検討致します。また、政策保有している株式の議決権を行使する際
には、当該会社の企業価値向上、及びそれによる当社の企業価値向上に寄与するかを総合的に勘案し、議案に対する賛否を判断しております。

【原則1-7.　関連当事者間の取引】

当社と取締役の取引及び取締役の競業取引は、法令及び「職務権限規程」に従い、法務総務部の審査後、取締役会の事前承認を取得し、取引
後には取締役会に結果を報告することを定めております。また、取締役、監査役及び主要株主に対し、年度ごとに本人もしくは二親等以内の親族
（所有会社とその子会社を含む）と当社間の一定金額以上の取引について確認を行っております。

【原則3-1.　情報開示の充実】

（1）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社の経営理念は、Mission（存在意義）、Vision（目指す姿）、Value（行動規範）に表され、これらをコーポレートサイトに開示しております。また、当
社では中期的な経営の目指す姿を定性及び定量的に定めており、変化の激しい経営環境の見通しを踏まえ、定期的に見直し、単年度の計画や
事業方針に反映しております。現在、当社では中期的な経営の目指す姿の定量目標を開示しておりませんが、これは将来の変動要素が大きい経
営環境下において、ある時点での目標値を開示することが無用な期待値の醸成や株主にとって誤った投資判断を招く恐れがあることを考慮したも
のであります。一方、経営のビジョンや単年度の事業計画については、引続き株主総会や決算説明会等を通じて株主との対話を積極的に行って
参ります。

（2）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社では、取締役会においてコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方を定め、これをコーポレートサイト及びコーポレート・ガバナンスに
関する報告書等にて開示しております。

（3）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

当社の取締役報酬は基本報酬と株式型報酬で構成されております。報酬は業績、当該取締役の役割責任の大きさ、従業員給与との均衡等を考
慮し、国内外の同業種又は同規模の他企業と比較の上で決定しております。手続については、株主総会にて総額の枠を決定の上、個別報酬は
代表取締役会長、社外取締役及びその他代表取締役会長が指名する者で構成される報酬検討会議への諮問を経て決定しております。なお、
2017年は代表取締役会長が指名する報酬検討会議の構成員として、非業務執行取締役のみを指名しております。

（4）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役・監査役候補の指名を行うにあたっては、当社を取り巻く経営環境に鑑みて取締役会に求められる知識や経験を取締役会全体として充足
するよう配慮した上で、取締役会による業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に貢献すると判断される人材を選定しております。選任手
続については、社内取締役候補は指名検討会議での審議を経て決定しております。社外取締役候補は会社法上の資格要件及び当社が制定す
る独立性の判断基準を勘案し決定しております。監査役候補は代表取締役会長が常勤監査役と協議の上、監査役会の同意を経て決定しており
ます。

（5）取締役会が上記（4）を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

全ての取締役候補及び監査役候補の推薦理由を、株主総会の招集通知にて都度開示しております。

【補充原則4-1-1.　経営陣に対する委任の範囲の概要】

当社の取締役会は、法令に基づき業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督の機能を担っております。また、グループ全体に関わる経営方
針等、法令や社内規程で定められた重要事項以外の業務執行の決定については、経営陣へ委任しております。

【原則4-8.　独立社外取締役の有効な活用】

当社では、当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断した者、かつ証券取引所が定める基準及び当社が制定する独立性の判断
基準を充たしている者を、社外取締役として2名選任しております。

【原則4-9.　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、証券取引所が定める基準を参照の上、下記の社外取締役の独立性の判断基準を制定しております。



社外取締役の独立性の判断基準

社外取締役が下記1.から7.いずれにも該当しない場合、当該社外取締役に独立性があると判断致します。

1.当社及び当社子会社の業務執行者

2.当社を主要な取引先とする者（注1）又はその業務執行者

3.当社の主要な取引先（注2）又はその業務執行者

4.当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注3）を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法
人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

5.当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者の業務執行者

6.上記1～5の近親者（注4）

7.過去3年間において1～5に該当していた者

注1：「当社を主要な取引先とする者」とは、当社との取引額が連結売上高の2%以上となる取引先を指す。

注2：「当社の主要な取引先」とは、取引額が当社連結売上高の2%以上である取引先を指す。

注3：「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が、個人の場合は1事業年度につき1,000 万円以上、団体の場合は連結売上高の2％を超

えることをいう。

注4：「近親者」とは配偶者及び二親等以内の親族をいう。

【補充原則4-11-1.　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

当社の取締役会は、当社を取り巻く経営環境に鑑みて取締役に求められる知識や経験等に照らし合わせ、多様な経歴を持つ取締役で構成し、取
締役会の機能を効果的に発揮できる適切な規模を維持することとしております。また、社外取締役を2名登用することで、取締役会のバランスに十
分配慮しております。

【補充原則4-11-2.　取締役・監査役の他の上場会社の役員の兼任状況】

取締役及び監査役の兼任状況は以下の通りとなります。

夏野剛取締役

　セガサミーホールディングス株式会社社外取締役

　トランスコスモス株式会社社外取締役

　株式会社ディー・エル・イー社外取締役

　株式会社U-NEXT社外取締役

　カドカワ株式会社取締役

　日本オラクル株式会社社外取締役

　株式会社Ubicomホールディングス社外取締役

飯島一暢取締役

　株式会社WOWOW社外取締役

　株式会社スカパーJSATホールディングス取締役

瀬山雅博監査役

　高砂熱学工業株式会社社外監査役

永沢徹監査役

　東邦ホールディングス株式会社社外取締役

　株式会社めぶきフィナンシャルグループ社外取締役（監査等委員）

島宏一監査役

　株式会社東京一番フーズ社外取締役

【補充原則4-11-3.　取締役会全体の実効性に係る分析・評価の概要】

当社では、2017年6月期の取締役会の実効性に関する分析と評価のため、全取締役・監査役を対象とした書面によるアンケートを実施し、アン
ケート回答を集計の上、取締役会において議論を行いました。結果の概要は以下の通りであり、取締役会の実効性が発揮出来ているものと考え
ております。

（1）取締役会の構成について

当社取締役会は、当社を取り巻く経営環境において取締役に求められる知識や経験等に照らし合わせ、多様な経歴を持つ取締役で構成されてい
ると同時に、その機能を効果的に発揮できる適切な規模を維持しております。また取締役9名のうち社外取締役を2名、社内の非業務執行取締役
を1名登用することで、取締役会のバランスに十分配慮しております。

（2）意思決定プロセスについて

当社取締役会は、上程事項について活発に議論し、適切な審議を行っております。また、取締役への事前の資料送付や、個々の議題における討
議事項の明確化を実施しております。2017年6月期は権限委譲の推進による取締役会議案数の削減を進めた他、取締役会以外の場における取
締役及び監査役の討議機会を拡充しております。

（3）取締役の職務執行の監督について

当社取締役会は、経営状況に係る定期報告を受け、適切なリスク管理、及び職務執行の監督を実施しております。

（4）ステークホルダーとのコミュニケーションについて

当社取締役会は、株主総会や決算説明会をはじめとする投資家への情報提供、外部団体における活動、コーポレートサイト及び各種メディアを通
じた広報活動等を通じて、ステークホルダーとのコミュニケーションを行っております。

【補充原則4-14-2.　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社では、取締役に対して、コーポレート・ガバナンスやリスクマネジメント、法務・知的財産の知識、労務の知識等について、社内研修の受講を義
務付けております。また監査役については、各種セミナーへの出席等を通じて、必要な知識の習得や適切な更新に努めております。

【原則5-1.　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、株主との建設的な対話を継続的に実施致します。IR担当取締役のもと、関連部署が
相互に連携の上で、株主総会、決算説明会、国内外の機関投資家との面談等、株主と接する機会を定期的に設けております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

田中　良和 112,220,300 46.39

KDDI株式会社 8,000,000 3.30

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 7,475,800 3.09

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆　ＣＯ．ＲＥＧ

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社）
6,428,879 2.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,403,500 2.23

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,574,100 1.89

株式会社ＳＢＩ証券 2,920,200 1.20

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　１３３５２４

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）
2,461,600 1.01

藤本　真樹 2,400,000 0.99

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社）
2,308,138 0.95

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 6 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

夏野　剛 他の会社の出身者 △ ○

飯島　一暢 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

夏野　剛 ○

同氏は、当社の取引先であるカドカワ株
式会社の取締役を兼任しておりますが、
直近事業年度における、当社の売上高に
対する両社との取引金額の割合、及び両
社の売上高に対する当社との取引額の割
合はいずれも1%未満であります。また、同
氏は過去において、当社の主要な取引先
に相当する株式会社NTTドコモの業務執
行に携わっておりましたが、現在は同社の
業務執行に携わっておりません。

通信及びインターネット業界における豊富な経
験と幅広い見識を当社の経営全般に反映して
いただくため、選任しております。また同氏は証
券取引所が定める基準、及び当社が制定する
独立性の判断基準を充たしていることから、独
立役員として指定しております。



飯島　一暢 ○

同氏は過去において、当社の取引先であ
る株式会社フジテレビジョンの業務執行に
携わっておりましたが、現在は同社の業
務執行に携わっておりません。

メディア業界における豊富な経験と幅広い見識
を当社の経営全般に反映していただくため、選
任しております。また同氏は証券取引所が定め
る基準、及び当社が制定する独立性の判断基
準を充たしていることから、独立役員として指定
しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名検討会議 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬検討会議 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

指名検討会議

代表取締役会長及び社外取締役、その他代表取締役会長が指名する者で構成される指名検討会議を設けています。同会議における審議を経て
取締役の候補者を決定しております。なお、2017年は代表取締役会長が指名する指名検討会議の構成員として、非業務執行取締役のみを指名
しております。

報酬検討会議

代表取締役会長及び社外取締役、その他代表取締役会長が指名する者で構成される報酬検討会議を設けています。同会議における審議を経て
取締役の個別報酬を決定しております。なお、2017年は代表取締役会長が指名する報酬検討会議の構成員として、非業務執行取締役のみを指
名しております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

全監査役、会計監査人の連携については、会計監査に係るプロセス、監査上重要な会計項目、内部統制の整備・運用状況等について意見交換
を適宜実施しております。その他、常勤監査役については必要に応じて、会計監査人の監査への同席、意見交換・情報共有を行っております。監
査役及び内部監査室は、監査活動において常に連携をとっております。常勤監査役と内部監査室は、週次の頻度で、監査活動及び会社の状況
について情報交換を行っております。また、内部監査室は、監査役に対して内部監査の監査結果を共有、監査役会に出席し、会社の状況に関す
る情報について適宜報告を行っております。その他、常勤監査役は必要に応じて内部監査に同席し、適宜連携して内部統制を推進しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

瀬山　雅博 他の会社の出身者

永沢　徹 弁護士

島　宏一 他の会社の出身者 △



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

瀬山　雅博 ○ 該当ございません。

豊富なキャリアと高い見識を有しており、独立
かつ中立の立場から当社の監査業務を適切に
遂行いただけると判断したため、選任しており
ます。また同氏は証券取引所が定める基準、
及び当社が制定する独立性の判断基準を充た
していることから、独立役員として指定しており
ます。

永沢　徹 ○ 該当ございません。

弁護士として培われた高度な法律知識と豊富
な経験を有しており、独立かつ中立の立場から
当社の監査業務を適切に遂行いただけると判
断したため、選任しております。また同氏は証
券取引所が定める基準、及び当社が制定する
独立性の判断基準を充たしていることから、独
立役員として指定しております。

島　宏一 ○

同氏は過去において、当社の取引先であ
る株式会社リクルートホールディングスの
業務執行に携わっておりましたが、現在は
同社の業務執行に携わっておりません。

人材及びインターネットサービス業界における
幅広い見識に加え、監査役としての豊富な経
験と実績を有しており、独立かつ中立の立場か
ら当社の監査業務を適切に遂行いただけると
判断したため、選任しております。また同氏は
証券取引所が定める基準、及び当社が制定す
る独立性の判断基準を充たしていることから、
独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役の中長期的な業績向上に対する責任感や意欲、士気を一層高めること、及び優秀な人材を確保することにより当社の業績向上を図ること
を目的として、取締役に対して業績連動報酬の支払い及びストックオプションの付与を実施しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明



取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることとともに、優秀な人材を確保することにより当社の業績向上を図ることを目
的として、 取締役及び従業員に対してストックオプションを付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2017年6月期における当社の取締役に対する役員報酬は、208百万円（うち、社外取締役2名30百万円）となります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役報酬は基本報酬及び株式型報酬で構成されております。報酬の決定にあたっては、業績、当該取締役の役割責任の大きさ及び従業員給
与との均衡等を考慮し、併せて国内外の同業種又は同規模の他企業と比較しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会の開催に際しては、経営企画部より社外取締役及び社外監査役に対して、資料の事前配布及び議事内容の事前説明を適宜行っており
ます。その他、社外取締役及び社外監査役からの問い合わせがあった場合には、同部が迅速に対応する体制を整えております。また、監査役室
が社外監査役に対して、内部監査結果及び社内状況に関する情報共有や、被監査部門への聴取における調整等のサポートを行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

1） 取締役会

取締役会は、2名の社外取締役を含む9名の取締役で構成され、代表取締役会長が議長を務めております。経営の合理性と経営判断の迅速化を
実現するために、毎月開催される定時取締役会に加えて、必要に応じて臨時取締役会も開催されております。取締役会では、会社の経営方針、
経営戦略、事業計画など経営上重要な事項に関する意思決定、並びに業務執行状況の監督を行っております。

2） 監査役会

当社は、監査役会制度を採用しております。監査役会は、常勤監査役1名を含む社外監査役3名で構成されております。監査役会は原則毎月開催
され、経営の妥当性・効率性・コンプライアンスに関して幅広く意見交換・審議・検証し、適宜経営の適法性・妥当性に関して助言や提言を行ってお
ります。また、監査役は、取締役会ほか、重要な会議に出席し、取締役の職務執行について、厳正な監視を行っております。更に、会計監査人、内
部監査を担当する内部監査室、及び監査役を補助する監査役室と密接な連携を図ることにより、監査機能の強化を図っております。

3） 経営会議

当社では、代表取締役社長の諮問機関として、常勤取締役及び常勤監査役で構成する経営会議を設置しております。経営会議は、原則毎週開
催し、必要に応じて臨時経営会議を開催しております。各部門から業務執行状況と事業実績が報告され、予実分析と計画策定について討議が行
われております。これにより代表取締役社長をはじめとした経営陣が、適時に事業状況を把握し、今後の事業展開について迅速な検討・議論が実
現されております。

4） 内部監査

当社では、代表取締役社長直轄の内部監査室（4名）が内部監査を実施しております。内部監査室は、事業年度ごとに内部監査計画を策定し、代
表取締役社長の承認を得た上で内部監査を実施し、監査結果を代表取締役社長と被監査部門に報告しております。被監査部門に対しては、改善
事項を指摘すると共に、改善の進捗状況を報告させることにより実効性の高い監査を実施しております。

5） 会計監査人

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、監査役会と会計監査人との間で連携を図りながら、会計監査を受けております。2017年6
月期における業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については、次の通りです。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員 米村 仁志

指定有限責任社員 業務執行社員 安藤 勇

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 7名

その他 16名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、取締役から独立した監査役会が会計監査人及び内部監査部門と連携することで、取締役の職務執行に係る適切な監査を実施する体
制が確保できるという考えに基づき、監査役設置会社を選択しております。また、取締役会における経営上重要な事項に関する意思決定及び業
務執行状況の監督に客観的な意見を反映させるため、独立社外取締役を2名選任しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様が株主総会の議案を十分に審議できるよう、定時株主総会開催日の約3週間
前までに招集通知を発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン、スマートフォン等によるインターネットを通じた議決権行使を受け付け、株主の
皆様が議決権を行使できる環境を整えております。

その他

株主の皆様が株主総会の議案を十分に審議できるよう、招集通知に記載する情報は、招
集通知の発送に先立ち、TDnet及びコーポレートサイトにおいて、電子的に公表しておりま
す。

なお、招集通知をよりわかりやすくご確認いただくため、マルチデバイス対応の「スマート
招集」を配信しております。

定時株主総会会場では、映像を活用した事業報告を行っているほか、総会の様子は総会
終了後「360°オンデマンド動画配信」（会場内の様子を360°自由に閲覧できる動画の配
信）として、ウェブサイト上で株主及び一般に公開しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に、アナリスト及び機関投資家向けの決算説明会を実施しておりま
す。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年に数度、各証券会社が主催する海外投資家向けカンファレンスに参加し、説
明を行っております。

なし

IR資料のホームページ掲載
コーポレートサイト上に「IR情報」のコーナーを設け、決算短信、決算説明会資
料、決算説明会動画配信、その他適時開示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR担当部署として、経営管理本部内にIRチームを設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「グリーグループ行動規範」を制定し、当社グループがステークホルダーの関心に配慮して
経営上の意思決定を行うことを規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

「インターネットを通じて、世界をより良くする。」というコーポレートミッションのもと、インター
ネット産業の強化と発展、安心安全なインターネット社会の構築、企業市民として社会の発
展に貢献、の3点を軸に、さまざまな活動を行っています。情報モラル啓発活動（全国の学
校・団体・企業での講演、情報モラル無料アプリ・無償教材の配布）や、千葉大学との共同
授業といった産学連携分野のほか、環境保全分野では「緑づくり」をテーマにした活動も継
続的に行っております。詳細については、当社コーポレートサイトにて報告しております。
（http://corp.gree.net/jp/ja/csr/）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

決算説明会及びコーポレートサイト等を通じて、ステークホルダーに対する情報提供を適
時行っております。

その他

多様性の確保が成長のための強みになるとの認識を持ち、社員のライフステージに合った
働き方が出来る環境づくりのためのオリジナルプログラムを運営しております。具体的に
は、幅広い層の社員が在宅勤務、特別休暇、時差・時短勤務等を活用できる環境を整えて
おり、上記取り組みに関して、2015年4月に「くるみんマーク」を取得しております。また2016
年4月に女性活躍推進法が施行されたことに伴い、出産・育児などのライフイベントによっ
て能力発揮の機会が失われることのない職場環境の形成及び女性活躍推進を目的とし
て、行動計画を策定し、推進しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役会において、下記の通り「内部統制システムの基本方針」を定め、これに基づいて内部統制システム及びリスクマネジメント態勢の整備を
行っております。

1 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　（1）取締役会及び監査役会並びにその使用人が、法令に定められた取締役及び使用人の職務執行に係る監督・監査を行う。

　（2）取締役及びその他の使用人の行動基準を明示した「倫理規程」を定めると共に、「リスクマネジメント規程」及び「コンプライアンス規程」を制
定し、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制の構築、維持及び強化を推進する。

　（3）リスクマネジメント態勢の構築、維持及び強化の一環として、代表取締役社長直属のリスクマネジメント委員会を設置する。また、リスクマネジ
メント及びコンプライアンスに関して、定期的に社内研修を実施する。

　（4）内部通報窓口を内部監査室、監査役室、法務総務部、人事本部及び外部弁護士事務所に設置し、問題の早期発見・未然防止を図る。

2 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　法令及び「文書管理規程」その他の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を保存、管理し、取締役及び監査役が随時閲覧できる
体制を構築する。

3 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　（1）多様化するリスクに備えて、各種社内規程の策定、遵守を推進し、リスクマネジメント態勢の構築、維持及び強化を推進する。

　（2）取締役会、経営会議、及び各種委員会において重要案件を慎重に審議し、事業リスクの排除、軽減を図る。

　（3）新規取引の開始に当たっては、「職務権限規程」、「稟議決裁規程」、「与信管理規程」等に基づく承認過程において、慎重に調査・審議し、事
業リスクの排除、軽減を図る。

　（4）内部監査室による内部監査により、リスクの早期発見、早期解決を図る。

　（5）新たに生じた重要なリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めるものとする。

4 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　（1）執行役員制度の活用により経営上の意思決定・監督機能と業務執行機能との分離による迅速かつ効率的な経営を推進すると共に、重要案
件については、効率的に事前審議等ができるように取締役会制度を整備する。

　（2）取締役会に加え、経営会議を開き、「経営会議規程」に定める範囲内で重要な業務執行案件の審議・報告を行う。

　（3）業務執行における責任体制を確立し、業務を円滑かつ効率的に行わせるため、職制・組織、業務分掌、権限等に関する基準を社内規程に策
定し遵守する。

5 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　「グループ規程」などに基づく、親子会社間の緊密な意思疎通や連携により、グループ全体のコンプライアンス体制の整備を推し進め、コーポ
レート・ガバナンスが機能するよう業務の適正化を図る。

6 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「グループ規程」等の社内規程において、子会社における職務の執行に係る手続を定め、当社における事前審査、諮問、承認等及び子会社にお
ける起案、決裁、報告事項等を明示する。

7 子会社の損失の危険の管理に関する体制

　（1）「グループ規程」等の社内規程において、子会社が事業の継続・発展を実現するためにリスクを管理する態勢を自ら構築する責任を負うこと
を定める。

　（2）子会社に対し、当社グループの事業の目的・目標の達成を阻害するリスク事象全般について、当社への報告体制を構築する。

8 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　「グループ規程」等の社内規程を整備し、子会社の管理、組織、権限及び規程等に関する事項について定める。

9 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　（1）子会社の取締役・監査役が職務執行に係る監督・監査義務を適切に果たすよう、当社法務総務部がリスクマネジメント及びコンプライアンス
に関する定期的な研修を実施する。

　（2）内部通報窓口を当社内部監査室、監査役室、法務総務部、人事本部及び外部弁護士事務所に設置し、問題の早期発見・未然防止を図る。

10 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役室等の使用人は、監査役を補助するものとする。

11 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　（1）監査役室等の使用人は、監査役より補助の要請を受けた場合、その要請に関して取締役及び他の使用人等の指揮命令を受けず、専ら監査
役の指揮命令に従わなければならない。

　（2）当該使用人の任命、人事異動、懲戒及び人事評価については、予め常勤監査役の同意を必要とし、取締役からの独立性が確保できる体制
とする。

12 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　（1）「取締役会規程」に基づいた決議事項は適切に取締役会に付議されるほか、監査役は、取締役会決議事項以外の重要な事項についても、
取締役会、経営会議等において、その内容を確認できるものとする。

　（2）前記の会議に付議されない重要な稟議書や報告書類等について、監査役は閲覧し、必要に応じ内容の説明を求めることができる。

　（3）取締役及び使用人は、重大な法令又は定款違反及び不正な行為並びに当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、速や
かに監査役に報告する。

13 子会社の職務の執行に係る者又はこれらの者から報告を受けた者が会社の監査役に報告をするための体制

　（1）子会社の取締役等及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。



　（2）子会社の取締役等及び使用人は、重大な法令又は定款違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実
を知ったときは、速やかに当社監査役に報告する。

14 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、監査役へ報告を行った当社グループの取締役等及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、
その旨を当社グループの取締役等及び使用人に周知徹底する。

15 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は還償の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた
場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

16 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役、使用人及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換の場を設けるものとする。

17 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、金融商品取引法に定める財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するため、「財務報告の基本方針」を定め、代
表取締役社長の指示の下、財務報告に係る内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を
行うと共に、その適合性を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（1）当社グループは、市民の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し一切の関係をもたず、不当な要求や取引に応じたりすることがない
よう毅然とした姿勢で、組織的な対応をとる。

（2）その整備として、法務総務部を反社会的勢力対応部署として、「反社会的勢力対応細則」を定め、関係行政機関等からの情報収集に努め、ま
たこれらの問題が発生した時は、関係行政機関や顧問弁護士と緊密に連絡をとり組織的に対処できる体制を構築する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

(１) 適時開示に係る方針

　当社は適時適切な情報開示により、株主・投資家等への説明責任を果たすことが、コーポレート・ガバナンスの根幹であるとの認識から、関連法
規及び東京証券取引所の有価証券上場規程に則り、投資判断上重要な会社情報を迅速、正確かつ公平に開示する社内体制を構築しておりま
す。

(２) 適時開示に係る手続

　適時開示を要する重要事実に該当しうる情報は、取締役会又は経営会議への上程を通じて事務局に集約しております。開示要否はコーポレー
ト統括が経営管理本部のIR担当部署と協議し、必要に応じて関連部署や外部弁護士等とも確認の上で判断致します。開示が必要と判断された情
報は、取締役会又は経営会議にて開示の概要を確認の上、決定事実及び決算情報に関しては機関決定後、発生事実に関しては発生後直ちにIR
担当部署が開示手続を行います。

(３) 重要事実と情報漏洩防止

　当社は「内部情報及び内部者取引管理規程」（以下「当規程」）を制定し、重要事実を「適時開示を義務付けられている情報」に限らず、「（適時開
示に）該当しなくとも開示することが投資者にとって有用であると判断される情報」と定義しております。さらに当規程は重要事実の情報漏洩を禁じ
ており、法務担当部署によるインサイダー関連の研修受講を義務とする等、情報漏洩防止の啓蒙活動を実施しております。

(４) 適時開示に係るモニタリング体制

　取締役会には全ての監査役が、経営会議には常勤監査役が出席し、開示される議案の内容を事前に確認しております。






